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序 文

TQM活動要素の一つである方針管理は、変化に適応し変化を生み出すため

の経営ツールとして多くの企業で導入され、さまざまな効果を上げてきました。

しかし時間の経過とともに、マンネリ化/形式化といった内的制度疲労に加え、

昨今の経営環境変化への対応遅れといった外的不適応の影響もあって、近年、

方針管理を導入/推進している企業から、目論見どおりの実効がなかなか上げ

られないといった声が多々聞かれるようになりました。このような時代背景の

もと、2020年、一般財団法人日本科学技術連盟内に「方針管理研究会」が創設

され（表1）、表2に示す3つのワーキンググループ（以下、WGと表記）を中心

に、足掛け3年にわたる活動が進められ、2023年3月に開催された最終成果報

告会をもって、その使命を無事終了するに至りました。

このような流れの中、2023年度の品質月間テキストとして、当研究会の活動

成果を掲載できないかとの話が持ち上がり、研究会内部で検討した結果、ペー

ジ数や主たる読者層など月間テキストのもつ性格から3つのWGすべてを取

り上げるにはやや無理がある、しかし2019年、同連盟主催の第109回品質管理

シンポジウムにて発出された「令和大磯宣言：品質経営理論の確立と展開」と

いう大きな流れも考慮すべき、との意見もあって、まずは、WG-2の活動に焦

点を当てた形でのテキスト発刊を先行的に進めていくことになりました。

その後、WG-1やWG-3の活動成果も含め、方針管理研究会の活動成果を

広く社会に普及させてほしいといった要望が、日科技連出版社から寄せられ、

2023年の秋、本研究会の活動成果をすべて網羅した形での出版が決定されまし

た。

本書は、TQMの活動要素である方針管理に光を当て、これを推進している

多くの会社が抱えている今日的課題を取り上げ、その対応の方向性について研

究してきた成果の一端をまとめたものです。その意味で、本書に書かれている

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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一般財団法人日本科学技術連盟中村紗依

WG-3
アクシアル リテイリング株式会社水島典子
同楠木仁美
同宮脇康夫
コーセル株式会社清澤 聡
一般財団法人日本科学技術連盟安隨正巳

WG-2

株式会社小松製作所石黒茂樹
株式会社ブリヂストン柳沢 学
前田建設工業株式会社新倉健一
同杉本高一
同宮野 玲
株式会社ジーシー中川昌行
一般財団法人日本科学技術連盟茂田宏和

WG-1

同中村 聡
トヨタ自動車九州株式会社高倉 宏
株式会社キャタラー藤村健作
株式会社ブリヂストン富崎幸文
同石田 太
コニカミノルタ株式会社荻島賢一

所属氏名WG
方針管理研究会メンバー（第3期）（順不同）

表1 方針管理研究会と本書構成メンバー

委員長 光藤 義郎（日本科学技術連盟 嘱託）
委 員 安藤 之裕（日本科学技術連盟 嘱託）

中條 武志（中央大学 教授）
村川 賢司（村川技術士事務所 所長）
米岡 俊郎（株式会社 P&Qコンサルティング）

方針管理研究会企画委員会メンバー（五十音順）

序文/はじめに/おわりに 光藤 義郎
第Ⅰ部 村川 賢司
第Ⅱ部 米岡 俊郎
第Ⅲ部 新倉 健一

本書執筆者
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① 事業計画の方針管理と日常管理への振分け
② 両管理を一元的に運用・活用するための仕組み構
築
③ 期中変化への適応や変化を生み出すための方針管
理・日常管理プロセスのあるべき姿

変化に対応し経
営目標を実現す
る方針管理/日
常管理のあり方

WG-3

① 従来型方針管理とは異なるプロジェクト型方針管
理の枠組みとその導入・推進
② 独立経営体である顧客・パートナーとの連携の仕
方
③ 実施段階で生ずる様々な変化への適時・適切な対
応

顧客価値創造と
方針管理を結び
付けるための方
法

WG-2

① 方針実行に必要な組織能力の範囲・枠組み
② 織能能力向上のためのTQM活動要素の活用
③ 経営目標・方策・組織能力・TQM活動要素の因果
関係の仮説造り・論理的シナリオの構築

経営目標/戦略
を達成できる組
織能力を生み出
すTQMの推進

WG-1

研究にあたってのキーポイント研究テーマ

表2 方針管理研究会ワーキンググループの研究テーマ

内容の多くは、今まで私たちが進めてきた方針管理の考え方、方法論、体系/

体制/しくみ、手法、および人の行動のあり方まで含め、一つの革新的テーゼ

と方向性を提案するものでもあります。本書を手に取り、その新たな視点の一

端を少しでも感じていただければ、本委員会のメンバーにとって、この上ない

喜びといえるでしょう。

なお、本書の発刊にあたっては、3年にわたる本委員会活動において活発な

討議を繰り返し、一定の成果にまで導いていただいた各委員やメンバーの方々、

また、本書の執筆にご尽力いただいた編集リーダーの方々、さらには、各方面

からさまざまな形でのサポートをいただいた皆様に、この場を借りて厚く御礼

申し上げます。

一般財団法人日本科学技術連盟 方針管理研究会 主査

『実践 方針管理』編集主査

光 藤 義 郎
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は じ め に

1．方針管理研究会創設の背景/趣旨/運営体制など

序文でも述べたとおり、本研究会は、2020年8月、一般財団法人日本科学技

術連盟内の一つの研究組織として創設されました。その背景および趣旨を第1

回目の研究会資料に基づけば、以下のようになります。

方針管理は、経営目標/戦略を実現するための有力な経営ツールとして多く

の企業で取り入れられています。しかしながら、方針管理のマンネリ化や形式

化などに直面し、実効を上げられていない、という声はかなり以前から散見さ

れています。この要因として考えられるのは、

「トップ方針が第一線まで確実・適切に展開できなかった」

「目標を達成するための有効な方策が立案できなかった」

「目標未達成の場合の原因追究が表層的だった」

「日常業務に追われて改善・革新に取り組めなかった」

などさまざまですが、まさにTQMのコアツールである方針管理の企業におけ

る有効活用はTQMの再興につながってくるものと考えます。

そこで、本研究会の活動目的として、

① 方針管理の JIS 規格の原典になった日本品質管理学会規格「方針管理の

指針」をもとに、TQMのコアツールである方針管理の基本的な考え方/

しくみ/プロセスを、原点（基本）に回帰して読み解き、企業の持続的発展

に寄与する方針管理の重要性を再考し、発信する。

② 各社の取組み状況を示し合い、意見交換することにより自社内での展開

に活かしていただく。

③ 参加企業間の交流、人脈形成に役立てていただく。

という3項目を掲げました。
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また、本研究会の開催概要としては、

（1） 期間：2020年8月～2021年3月（年4回）の3年間

13：30～16：30（半日）

（2） 場所：日本科学技術連盟東高円寺ビルまたはリモート

（3） 参加企業：6社（予定）、対象は全部門、役員または事業部長クラス

（4） 参加費：無料、交通費は自弁、1社から複数名の参加可能

（5） 開催方法：

前半：各社からの事例紹介と意見交換、内容としては、

•方針管理の形骸化回避、方針展開の工夫

•日常管理と方針管理の使い分け

•機能不全に陥らないための知恵と工夫

•BSC、OKRなど類似手法との使い分け など

後半：事例紹介をもとに活性化のポイントをWGにて議論

と設定しました。さらに、会の運営体制としては、以下に示す部課長のための

方針管理・日常管理セミナー運営委員会委員（2023年3月当時）を中心に企画委

員会を設け、ご協力いただくことにしました。

運営委員会委員長 光藤 義郎氏（文化学園大学 特任教授）

運営委員 安藤 之裕氏（安藤技術事務所 代表）

中條 武志氏（中央大学 教授）

村川 賢司氏（村川技術士事務所 所長）

また、本研究会の趣旨に賛同し、本会設立当初よりご参加頂ける企業のメン

バーとして、

•（株）ジーシー

•コーセル（株）

•コニカミノルタ（株）

•トヨタ自動車（株）

•前田建設工業（株）

•（株）ブリヂストン

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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を予定させていただき、初年度の活動を進めていきました。

2．方針管理研究会の活動経過

本研究会の3か年にわたる活動経過を以下、簡単にまとめておきます。

（1） 初年度（2020年8月～2021年3月）

【各社に共通する悩み・課題】

① 部門単位の方針管理が中心で、部門内改善に留まり、全社的部門横断の

方針管理（部門間連携）ができていない。

② 経営目標/戦略を実現するための課題が総花的で、上下左右のすり合わ

せもうまくいっていない。

③ 方針管理と日常管理の区分が曖昧で、方針管理による改善/革新の重点

的活動ができていない。

【研究会活動運営上の課題】

① TQMの運用や成熟度、組織体制やメンバーの立場によって、興味/関

心のポイントや範囲に違いがあった。

② 活動の方向性（研究したいテーマ）をすり合わせる時間が少なく、企画側

と参加メンバーとの間で見解のズレがあった。

（2） 2年度（2021年4月～2022年3月）

初年度の反省を踏まえ、本研究会の進め方を以下のように再設定しました。

① テーマをはっきり定め、山を高くする研究を推進する。何をテーマにす

るかはオープンディスカッションにて少し時間をかけて検討/決定してい

く。

② 事業に真に役立つ方針管理をドライブしていく。そのために求められる

テーマを選定する。

③ 本研究会の目的/趣旨に沿った人を選定いただく。各社の組織体制/役割

分担など、社内での責任/権限の範囲が異なるため、各社で複数の方をメ

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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今後、企画側にも積極的に参画いただく新
規

人財育成6

2020年度メンバー企業（7社）に継続可否を確認。
⇒継続参加候補企業6社。1社辞退。
⇒新規参加候補企業3社。
トヨタ自動車九州、アクシアルリテイリング、キャタラー
※研究会の活動目的/趣旨を踏まえて、参加の判断とメン
バー選定をお願いする

新
規

参加企業メ
ンバー

5

研究会終了後。交流会を実施。
ZoomでブレークアウトもOK!

新
規

意見交換会
の強化4

企画セッション1コマをプロデュース
⇒登壇者：光藤委員長、トヨタ自動車九州、コーセル
※研究成果（ベストプラクティス）という位置づけではない

新
規

クオリティ
フォーラム
で情報発信

3

事業に真に役立つ方針管理をドライブするテーマを選定/研
究する。これまで各社が取り組んできた方針管理をブレー
クスルーするテーマを研究/確立/発信していく ⇒ テー
マは企画委員/参加メンバーで検討/確定

新
規

テーマ研究
活動2

新規参加企業には、方針管理/日常管理に留まらず、経営課
題や現場推進の悩みなど、ご紹介いただく

継
続

参加企業取
組み紹介1

具体的に何をやるのか？
新
規/

継
続

活動項目

表1 研究会活動事項の見直し

ンバー登録していただいてもかまわない。

そのうえで、活動事項を表1のように見直し、また、企画委員として、新た

に米岡俊郎氏（（株）P&Qコンサルティング）を加えるとともに、新たな参加メ

ンバーとして、（株）明電舎、トヨタ自動車九州（株）、アクシアルリテイリング

（株）、キャタラー（株）に加わっていただきました。さらに、山を高くするため

の具体的な研究活動テーマとして、4つのテーマ候補を設定したうえで、最終

的には表2の3テーマに絞り込みました。

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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環境変化に対応した経営目標/戦略を策定し、変化を生
み出すために方針管理を活用することが求められてい
る。しかし、重点が絞れない総花的な方針、因果関係
の不明確な方針展開（上下左右のすり合わせ）、形式的
な期末レビューなどのために方針管理が十分な効果を
発揮していないケースが少なくない

環境変化に対応し変
化を生み出すための
方針管理

3

経営環境の変化に適応する戦略の一つとして、新たな
ビジネスモデルの創造、価値次元の転換など顧客価値
創造の活動が求められている。しかし、顧客価値創造
と改善/革新をドライブする方針管理をどう融合させて
いくか、顧客価値創造を達成するために方針管理をど
う役立たせていくかに苦慮している組織も多い

顧客価値創造と方針
管理を結びつけるた
めの方法

2

自社を取り巻く環境が変化するなか、従来の慣習にと
らわれず、目指すべき経営目標/戦略を定め、その達成
を図る必要がある。しかし、革新的な経営目標/戦略を
達成するには、そのための組織能力が獲得できていな
いと難しい。必要な組織能力を明らかにし、その獲得
のためにTQMの活動要素（方針管理、日常管理、小集
団改善活動、品質保証、人材育成など）をうまく活用す
ることが求められている

経営目標/戦略を達
成し得る組織能力を
生み出すTQMの推
進（TQMにおける
方針管理の位置づ
け）

1

テーマ案の背景研究テーマ

表2 第2年度からの研究活動テーマとその背景

（3） 最終年度（2022年4月～2023年3月）

表2に示した第2年度の活動に加え、さらに最終年度では、活動の成果とし

て具体的なアウトプットを世に送り出すこという項目を追加するとともに、新

たな参加メンバーとして（株）小松製作所にも加わっていただきました。

この具体的アウトプットとは以下の項目となります。

•クオリティフォーラムでの報告（2022年10月）

•公開報告会（2023年3月）

•研究会活動成果の出版 ⇒ これが本書の発刊に繋がりました。

3．本書の構成

本書は、本研究会で進めた3つのWGの活動成果をもとに、大きく3部構

無断使用をお断りします。日科技連出版社



はじめにxii

成としてあります。第Ⅰ部は、方針管理の基本的な考え方の解説に加え、日常

管理と方針管理の関係性や整合のしかたについて研究した成果が記載されてい

ます。

また第Ⅱ部では、中長期の目標/戦略を達成するために必要となる組織の能

力とその能力を獲得するためのTQM活動要素との関係（方針管理のみに限定

しない）について研究した成果が記載されています。

さらに第Ⅲ部では、顧客価値創造という新たな事業を組織として展開してい

く際に役立つ方針管理の新たな形を研究した成果が記載されています。

各部の詳細な構成は、以下のとおりです。

第Ⅰ部 方針管理の基本的考え方と日常管理との関係

第1章 方針管理の基本

第2章 変化に対応し、経営目標・戦略を実現する方針管理と日常管理

第Ⅱ部 経営目標・戦略を達成できる組織能力の向上を目指したTQMの推進

第1章 新しいTQMの考え方の実践に向けた4つの課題

第2章 課題1：方針の実行に関する PDCA

第3章 課題2：方針の実行に必要な組織能力に関する PDCA

第4章 課題3：組織能力を向上させるTQMに関する PDCA

第5章 課題4：中期経営計画・組織能力・TQMの対応関係に関する

PDCA

第6章 第Ⅱ部のまとめ

第Ⅲ部 顧客価値創造に役立つ方針管理とは

第1章 研究概要

第2章 顧客価値創造のフレームワーク

第3章 顧客価値創造に適応する方針管理

第4章 CVC事業の評価要素と管理項目

第5章 研究活動のまとめ

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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4．本書の読み方

各部の記述内容はほぼ独立しているので、どこから読み始めても、基本的に

は違和感なく読み進められるようになっています。しかし、本書の構成からわ

かるように、第Ⅰ部の前半部分は、JSQC-Std 33-001：2016「方針管理の指

針」から引用する形で、方針管理の基本的な考え方を解説しており、以下、記

述されている内容のレベルが徐々に深くなっていくような形式をとっています。

したがって、方針管理についての基本的な知識から学び直したいという読者の

方は、第Ⅰ部から順番に読み進めていただくのがよいかと思われます。

一方、すでに方針管理の基本についてはある程度理解しているものの、自組

織で進めている方針管理がやや形骸化しつつある、あるいは日常管理の延長線

のような方針管理になっており経営環境の激変に適応し難くなっているといっ

た印象をおもちの読者の方は、第Ⅰ部の後半から読み始めていただくのがよい

かもしれません。

また、中長期の事業目標や戦略を確実に達成したいのだが、そのために必要

となる組織としての能力がなかなか醸成されない、また長年推進している

TQM活動がややマンネリ化に陥っており、TQMが真に組織能力の獲得に結

び付いているのか判然としないといった印象をもっている読者の方は、第Ⅱ部

を中心に読み進めるとよいかと思われます。

さらに、お客様との関係性をより強固なものにしていくため、お客様の価値

創造に貢献する事業活動を積極的に推進していきたいのだが、そのためには自

社だけでなく社外のパートナーやお客様も巻き込んだ活動が必要であったり、

年度にまたがった活動をマネジメントする必要があったりと、従来進めてきた

組織内に限定して展開する年度単位の方針管理のしくみや帳票ではなかなか

フィットしないといった印象をおもちの読者の方は、まず第Ⅲ部を中心に読み

進めるのがよいかと思われます。

とはいえ、そういう新たな活動を進めていくために必要となる組織の能力を

どう獲得したらよいかに悩むようになったら第Ⅱ部を参照し、また新たな事業

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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展開でも、いずれは日常業務へソフトランディングさせていく必要が必ず出て

くるので、日常管理のしくみとの整合化という視点から第Ⅰ部も読んでいくの

もよいかと思われます。

いずれにしても、序文でも述べたように、本書に書かれている内容の多くは、

今まで私たちが進めてきた方針管理の考え方、方法論、体系/体制/しくみ、手

法、および人の行動のあり方まで含め、一つの革新的テーゼと方向性を提案す

るものでもありますので、できれば、第Ⅰ部から第Ⅲ部までのすべてを通して

読んでいただくことを推奨したいと思っています。

一般財団法人日本科学技術連盟 方針管理研究会 主査

『実践 方針管理』編集主査

光 藤 義 郎
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2

第1章では、第Ⅰ部から第Ⅲ部の主題となる方針管理の基本について、TQM

（Total Quality Management：総合的品質管理）における方針管理の位置付け、

方針管理の基本的な考え方、方針管理と日常管理の関係を解説する。そのうえ

で、方針管理のしくみ、部門における方針管理の基本的な実施事項となる中長

期経営計画と方針の策定、展開とすり合わせ、実施とその管理、期末のレ

ビューの要点を説明する。

第2章では、変化に対応し、経営目標・戦略を実現する方針管理と日常管理

の取組み方について、方針管理研究会による活動から得た知見を述べる。主要

点として、変化対応における方針管理の問題は何か、この問題を解決するため

に方針管理と日常管理をどのように組み合わせて運営管理するのがよいか、方

針管理と日常管理において変化対応をどのように行うのが適切か、方針管理の

運営管理と変化対応のプロセス・システムを評価・改善するにはどのような視

点が望まれるのかなどを説明するとともに、企業実践例を紹介する。

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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第1章 方針管理の基本

顧客や社会のニーズと期待など組織を取り巻く経営環境は常に変化している。

組織が事業を継続して持続的発展を遂げるには、変化を的確に把握し、迅速に

改善・革新することが必要になる。方針管理は、品質管理で培われた「品質を

プロセスで作り込む」という考え方を活かし、プロセスやシステムの改善・革

新を組織的に実施するための経営に貢献する有効なツールとして生み出された。

しかし、多くの人の協業で成り立つ組織において、首脳部の考えや方針が第一

線職場の人へ伝わらない、日常業務に追われて改善・革新が進まない、部門間

連携が滞る、第一線職場の実情が首脳部に届かないなどの兆しが方針管理に現

れると、組織が志す社会的使命の実現が危うくなる。

プロセスやシステムの改善・革新を組織全体で促進する活動として方針管理

の意義を質せば、変化を乗り越えて事業を健全に発展させる組織運営の基軸に

位置付けられる。したがって、実質的で実効のある方針管理であるか否かに

よって組織の長期的な成功が左右されるといえる。

組織が持続的な発展を方針管理によって確実に手中に収めるには、方針管理

の目的に叶った活動を実施し、組織能力を高めることが必須となる。そのため

には、方針管理とは何かをしっかりと理解しておくことが前提になり、本章で

は方針管理の基本について解説する。

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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図Ⅱ―1.1 WG―1の研究の基本的な枠組み

第1章 新しいTQMの考え方の実践
に向けた4つの課題

図Ⅱ―1.1にWG―1の研究の基本的な枠組みを示す。この図の左側の「従来

TQMの考え方」では、経営目標を達成するためにTQMをうまく活用し、方

針テーマ（方針で定められた重点課題）を実行するという形であった。しかし、

環境変化が激しい中、方針テーマをスピ―ディーかつ着実に進めるには、方針

の実行のために各組織がもつべき「組織能力」を明確にし、その獲得に向けて

無断使用をお断りします。日科技連出版社



顧
客
価
値
創
造
に
役
立
つ
方
針
管
理
と
は

Ⅲ

第1章 研究概要

1.1 WG-2活動紹介

昨今、注目を浴びている顧客価値創造の考え方、およびフレームワークは、

TQMが長年提唱し続けてきたことと大きな違いはないものの、改めて「顧客

とは誰か」、「顧客価値とは何か」、「価値創造とは何をすることか」など、TQM

の本質を再度見直すよい機会となっている。すなわち、従来はビジネスとして

捉えていた顧客の概念を超越し、スコープをどこまで拡げ、どのように定義し

直していくかを考えたうえで、顧客にとっての価値とは何を意味し、顧客価値

を新たに創造するために、どのような活動を展開していくのか、それは今まで

のモノづくりの延長線上にあるプロセスなのか、それともまったく別次元なの

か、さらには、顧客価値創造の構想・実装活動を実現するために、どのような

組織能力が必要で、その能力をどのように獲得していくか、そして、TQMは

どのような役割を果たすべきなのか、などを考え直すエポックメイキングにな

ることを意味している。

第Ⅲ部では、上述した顧客価値創造の構想・実装活動に求められる組織能力

の獲得・向上に役立つ方針管理のあり方について、WG-2（Customer Value

Creation リサーチチーム、以下CVCリサーチチーム：メンバーは表1（p.iv）

で研究してきた成果の一端をまとめている。その意味で、本書に書かれている

内容の多くは、今まで私たちが進めてきた方針管理の考え方、方法論、体系・

体制・しくみ、手法、および人の行動のあり方まで含めて、一つの革新的テー

無断使用をお断りします。日科技連出版社
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